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居宅介護支援事業所関係 

 

 

１．平成 31 年度の主な制度改正について 

 

①居宅介護支援の基本報酬 

【2019 年 10 月から改正】 

 現行 改正後 

居宅介護支援費 

（Ⅰ） 

要介護１・２ １,０５３単位 要介護１・２ １,０５７単位 

要介護３～５ １,３６８単位 要介護３～５ １,３７３単位 

居宅介護支援費 

（Ⅱ） 

要介護１・２ ５２７単位 要介護１・２ ５２９単位 

要介護３～５ ６８４単位 要介護３～５ ６８６単位 

居宅介護支援費 

（Ⅲ） 

要介護１・２ ３１６単位 要介護１・２ ３１７単位 

要介護３～５ ４１０単位 要介護３～５ ４１１単位 

介護予防支援費  ４３０単位  ４３１単位 

 

 

②区分支給限度基準額 

【2019 年 10 月から改正】 

認定区分 現行 改正後 

要支援１ ５,００３単位 ５,０３２単位 

要支援２ １０,４７３単位 １０,５３１単位 

要介護１ １６,６９２単位 １６,７６５単位 

要介護２ １９,６１６単位 １９,７０５単位 

要介護３ ２６,９３１単位 ２７,０４８単位 

要介護４ ３０,８０６単位 ３０,９３８単位 

要介護５ ３６,０６５単位 ３６,２１７単位 

 

 

 

 

資料２ 
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２．実地指導・指定更新等について 

 

①実地指導 

(1)平成 30 年度の実施状況 

・2019 年 3/1 現在の居宅介護支援事業所数（休止含む）…59 事業所 

・2018 年 4/1～2019 年 7/31 の間に指定有効期間が終了となる事業所…8事業所 

・H30 年度実地指導実施事業所…7事業所 

 

【主な指摘事項】 

種類 件数 主な内容 

口頭指摘 ４ 集中減算計算誤り、保管すべき書類の綴り漏れ等 

文書指摘 １５ 重要事項説明書や運営規程の不備 

（非掲示、苦情受付者・解決責任者・第三者委員等の未選任） 

加算算定誤り（退院退所加算） 

 

(2)平成 31 年度の実施方針（予定） 

・2019 年 8/1～2020 年 7/31 の間に指定有効期間が終了となる事業所 

…24 事業所（全体の約 40%） 

 

 

 

②指定更新 

・2020 年 3/31 で指定有効期間が終了となる事業所…15 事業所（全体の約 25%） 

 

                                 【標準的なスケジュール】 

日程 事務内容 

ｎ－３月中旬頃 更新申請受付通知の発送（市→事業所） 

ｎ－２月下旬まで 更新申請書類の提出（事業所→市） 

ｎ－１月下旬まで 指定通知の発送（市→事業所） 

ｎ月１日 指定更新期間開始 
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３．その他 

 

①特定事業所集中減算について 

 ・正当な理由の範囲は県の条件を引き継いでいますが、「その他正当な理由」につい

ての相談は個別に検討させていただきます。 

 ・集中減算に係る届出書に併せて、体制等に関する届出書を提出する必要はありま

せん。 

 （市からの減算適用通知の結果、「減算適用あり」となった後ご提出ください。） 

 

②加算関係の届出期限について 

 ・加算算定月の前月 15 日までにご提出ください。 

 

③2019 年 5 月（4月利用分）の請求事務について 

 ・新規（変更）申請等の結果は、4/26（金）の審査会まで反映します。 

 ・居宅届は 4/26 本庁到着分まで有効です。（4/26 支所提出分は反映できません。） 

 


